栃木県社会福祉協議会活動推進計画（第２期）素案に係る意見への回答

意見募集期間：平成２２年１２月２４日～平成２３年１月２１日

	番号
	意見の内容
	回答

	１
	推進目標Ⅱ「市町社協活動の推進・支援」
推進方策１「市町社協の基盤強化と事業への支援」
取り組みの方向「１　市町社協活動の運営基盤強化（市町社協活動の総合的な展開支援）」
〇　「コミュニティワーク推進アクションプラン（仮称）」の中味をご提示下さい。
	計画には、「活動推進マニュアルや事例集の作成などを内容とした」と一例を上げるに止めますが、主に次のような内容を予定しています。

①「人づくり」として、コミュニティワーク研修会の開催、社協コミュニティワーカーはんどぶっく（「黒子読本」）の活用促進、コミュニティワーク事例集の作成

②「組織づくり」として、発展強化計画の推進、地域福祉活動計画の策定・推進（マニュアルの見直し）、小地域福祉活動の推進（マニュアルの作成）、財源の確保（補助金・共同募金など）、行政へのＰＲの検討、コミュニティワークの日常的な業務を推進するための「モデル社協」の指定

	２
	〇　市町社協地域福祉活動計画の策定支援としての個別訪問支援の内容を具体的にお示し下さい。
	計画には書き加えませんが、個別訪問支援の内容については、本会で作成した手引きなどをもとにした社協事務局への側面的支援が中心となります。

　具体的には、他の市町社協における事例や手引きを参考にしながら、地域ニーズの把握の方法・種類、策定委員会などの持ち方、計画の策定方法、計画を推進していく上での留意点、評価の方法などに関する情報提供や座談会、策定委員会における市町社協事務局への側面的支援などです。

　また、他業務との都合にもよりますが、座談会などへ同席し、住民の意見をともに確認する場へも参加したいと考えております。
なお、手引きについては、今後、合併の進行などにより市町が広域化したことや社会環境の変化、第1期計画が終了し見直しを経て第2期に移行する社協が今後増えてくることなどを踏まえて見直しを行う予定でおります。

	３
	取り組みの方向「２　市町社協の事業充実（運営基盤強化と事業・経営充実に向けた支援）」
〇　事業・経営充実に向けた支援についての取り組みについては、記載内容により理解できますが、運営基盤強化についての取り組みについて、もう少し具体的な表現が必要だと思います。（栃木県地域福祉振興基金を活用した支援のみにとれます。）
	推進項目を組み替え、市町社協の「運営基盤強化」と「事業充実」とをそれぞれ個別の項目とすることにより、具体的な施策の内容をわかりやすくしました。

	４
	取り組みの方向「３　活動促進のための調査・研究」
〇　県社協としての、市町社協活動促進のためのもう少し、具体的な方策をこの項目に盛り込むべきかと思う。
	調査・研究については、２つの推進項目における事業と重複する部分が多いこと、また、計画期間中において外部環境の変化などにより把握する項目や研究内容が変わってくることなどから、抽象的な表現となっております。

また、市町社協実態調査の調査項目については、毎年、できる限り、市町社協の実態把握、要望に応えられるように改善に努めています。

　なお、最近の調査・研究としては、「コミュニティワークに関するもの」、「処遇改善交付金に関するもの」、「訪問介護の登録ヘルパーの労務管理に関するもの」などについて実施しました。

	５
	推進目標Ⅲ　福祉サービス利用者のための支援の強化

推進方策「２　成年後見制度の活用推進」の取り組みの方向

○　上記区分に市町社協等社会福祉法人が法人成年後見の受任を積極的に取り組むよう支援する旨を入れていただきたい。

　理由：「全社協ビジョン２０１１」（Ｐ２５の８）法人による成年後見活動の実施にその旨記載がされているのと、当市社協ではすでに法人後見事業に取り組んでいるので、是非県内社協をはじめ社会福祉法人にも取り組んでいただきたいため。
	今後、市町社協等社会福祉法人の法人後見への取り組みが求められますが、法人後見の啓発や受任に向けた研修の実施や研究・普及のための助成などを通じ取り組みを支援していくこととし、推進方策２の「２　相談支援機関における取り組みの強化」に記載することとしました。


